






































































































1993 年 1 月 12 日
（設置協定）
1993 年 3 月 15 日














　ロシアとベラルーシを除く他の 10 ヵ国は ODAの支援対象国に移行したこ
とで，受益国は事実上 2ヵ国のみとなる。このうち，ロシア連邦政府の代表者







































































年度（平成） 4 5 6 7 8 計
拠出金額 12,500,000 22,229,980   655,785   705,785   725,785
年度（平成） 9 10 11 12 13
拠出金額  1,246,304 12,777,930 6,545,890 1,048,755 1,056,965 59,493,179
出典：会計検査院　平成 13 年度決算検査報告より
（単位：千円）































































態に対し，外務省では，10 年 10 月に在ロシア日本国大使館を通じて，代表者
の確定をロシア連邦外務省に対して申し入れたが，ロシア連邦側からは明確な
































































































































































94年度 95年度 96年度 97年度 98年度
98年7月　98年10月　　　　　
鈴木宗男議員の内閣官房副長官就任期間


















6億円から 8億円台で推移し，98 年度も当初予算は約 7億円であった。ところ
が，鈴木議員が官房副長官に就いた直後の 98 年度第三次補正予算（同年 12 月





成立）では，120 億 7802 万円を計上。99 年 10 月に鈴木議員が官房副長官を降







































264 6,016 3,084 20,531
平成12年度 1,049 314 5,859 2,768 15,767
累計 58,049 11,429 43,634 8,647
平成13年度 1,057 317 327 13,000







































（11）　第 154 回国会　外務委員会　第 3号，〈http : //kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/syugiin/154/00
05/15403200005003a.html〉，（最終アクセス：2019.08.15）


































（12）　支援委員会改革のための提言，平成 14 年 4 月 26 日〈http : //www001.upp.so-net.ne.jp/
dewaruss/shieni_teigen.htm〉，（最終アクセス：2019.11.17）























　しかし，上記のように，2002 年 2 月第 154 回国会予算委員会において，鈴
木宗男に対して様々な疑惑が浮上され，一連の事件で「支援委員会」が舞台と





























































































































京，2007 年 6 月 15 日




































（25）　154 回国会　予算委員会　議事録，〈http : //kokkai.ndl.go.jp/SENTAKU/syugiin/154/0018/
15402200018014a.html〉，（最終アクセス：2019.07.17）
















































八木　　毅 平成 6 年 8 月～平成 8 年 1月
坂本　秀之 平成 8 年 1 月～平成 9 年 7月
安部　忠宏 平成 9 年 7 月～平成10年10月
渡辺　正人 平成10年10月～平成11年 8 月
倉井　高志 平成11年 8 月～平成13年 3 月
渡辺　正人 平成13年 3 月～ 5月※
小寺　次郎 平成13年 5 月※
















戦略，北海道大学出版会，2009 年 3 月，82 頁。
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　鈴木宗男は 2000 年から 2002 年まで中央アジア地域を頻繁に訪問することに
なる。そのうち，タジキスタン訪問は 2000 年 7 月，2001 年 10 月，2002 年 1
月計 3回。ウズベキスタン訪問は 2000 年 7 月に行われている。
















　2001 年 3 月 5 日ロシア外務次官ロシュコフが来日し，鈴木議員と会談を行
う。同会談に欧州局長の東郷和彦や駐日ロシア大使パノフも同伴する。2002
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　「拉致された日本人 4人と通訳 1人の計 5人が救出されたのは，1999 年 10






実』日本放送出版協会　2004 年 11 月，166─172 頁。
































































平成 18 年 3 月 7 日。
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　2001 年 3 月 25 日にイルクーツク首脳会談が行われ，（1）歯舞・色丹の引き
渡しを規定した 1956 年の日ソ共同宣言と，4島の帰属問題を解決して平和条
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事実上外務省との調整も彼の権限内のものであったといえよう。2004 年 4 月
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2014年 674 750 △76
2015年 241 807 △567
2016年 192 576 △384
2017年 274 1,257 △984





















2014年 169 28 141
2015年 253  3 251
2016年 162  3 159
2017年 121  4 116
2018年 527  5 522
出所：財務省「貿易統計」
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三
的取り組み及び政策立案にも影響している。東京は外交政策におけるソフトパ
ワーを利用する必要がある。日本の国際協力・援助政策は政治的野心の無いと
いう評判があり，JICA 等が展開する活躍をもっと宣伝する必要があるでしょ
う。国連通常予算分担率が 8.5％ で米国や中国に次ぐ日本は，よりグローバル
な動きを見せる必要があり，国内的にも国際的にも注目を受けているのは間違
いない。
